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令和６年度 大阪支部事業計画（案）・
予算（案）の概要について
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令和6年度 大阪支部事業計画（案）・予算（案）の概要

【主な重点施策】

●健全な財政運営
・支部評議会での保険料率に関する丁寧な説明および議論を実施
・協会決算や今後の見通しに関する情報発信を積極的に実施

●業務改革の実践と業務品質の向上【3,819千円（7,441千円）】
・業務処理体制の強化と意識改革の徹底
・サービス水準の更なる向上
・電話及び窓口相談体制の標準化並びに相談業務の品質の向上
・柔道整復施術療養費等における文書照会の強化をはじめとした現金給付の適正化
・被扶養者資格確認リストの確実な回収による被扶養者資格の再確認の徹底
・レセプト内容点検の精度向上
・債権管理・回収と返納金債権発生防止の強化

●ICT化の推進
・オンライン資格確認等システムの周知徹底
・マイナンバーカードと健康保険証の一体化への対応

（１）基盤的保険者機能の盤石化

※ 【 】は予算額
（ ）は前年度予算額

 令和6年度からスタートする第6期保険者機能強化アクションプランでは、3年間で達成すべき主な取組に加え、達成状況を
評価するためのKPIを定めている。

 本事業計画は、第6期保険者機能強化アクションプランの目標を達成できるよう、令和6年度に実施すべき取組と進捗状況
を評価するためのKPIを定めるものである。

令和6年度事業計画の位置づけ
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【主な重点施策】

●データ分析に基づく事業実施【4,950千円（新規）】
・保有の医療費・健診データ等を用い、大阪府とも協働し、医療費の特徴や課題を分析評価、適正化に向け連携を強化

●特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上 【222,893千円（193,503千円）】
・受診機会の拡充を進めるとともに、2023年度に実施した健診等の自己負担軽減に加え、2024年度からの付加健診の
対象年齢拡大について関係団体と連携した幅広い周知を実施
・大阪府・大阪労働局と連携し、業界団体や商工団体と連携した効果的な事業者健診データ取得の推進

●特定保健指導の実施率及び質の向上 【24,538千円（42,487千円）】
・標準モデルに沿った特定保健指導の利用案内（指導機会の確保を含む）の徹底
・健診当日や健診結果提供時における効果的な利用案内（未治療者への受診勧奨含む）の推進
・成果を重視した特定保健指導の推進

●重症化予防対策の推進 【39,609千円（53,888千円）】
・特定健診を受診した被扶養者等や事業者健診結果データを取得した者への受診勧奨拡大
・大阪府医師会と連携した糖尿病性腎症に対する受診勧奨の実施

●コラボヘルスの推進【34,076千円（30,425千円）】
・宣言事業所における健康づくりの取組をサポートするためのコンテンツ等を拡充
・保健師・管理栄養士が事業所の健康課題を明確にし、健康づくりの取組の動機づけや評価等の支援を実施
・データ分析に基づく地域や業態、年代別などの健康課題（喫煙や運動、メンタルヘルス対策とも関連する睡眠など）に
着目した実効性のあるポピュレーションアプローチの実施

●ジェネリック医薬品の使用促進【11,895千円（9,566千円）】
・大阪府及び市町村、大阪府薬剤師会等と連携し、医療機関・薬局に対し効果的な情報提供を実施
・データ分析に基づき重点的に取り組む地域や年齢層を明確化することで、加入者に対する訴求力の高い広報を実施
・動画やデジタルサイネージ・SNS広告等を活用した幅広い広報、啓発の実施

（２）戦略的保険者機能の一層の発揮 ①
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【主な重点施策】

●医療資源の適正使用、意見発信【11,133千円（13,310千円）】
・かかりつけ医やかかりつけ薬局、こども医療電話相談（＃8000）や救急安心センター（＃7119）の周知
・医療費・健診データ等を活用した地域差等を分析し、医療関係者への情報提供、加入者への周知啓発を実施
・医療機関等への働きかけを中心としたバイオシミラーの使用促進
・ポリファーマシー対策として多剤服用者を対象とした通知事業を実施

●広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進【18,136千円（18,821千円）】
・加入者・事業主目線で、地域・職域特性を踏まえた訴求力の高い広報を、多様な広報媒体や手法を組み合わせて実施
・経済団体等関係機関との連携を密にした「顔の見える地域ネットワーク」を活用した広報を実施
・健康保険委員委嘱拡大への取組と、委員向け健康保険制度や健康づくりに関する情報提供を実施

（２）戦略的保険者機能の一層の発揮 ②

【主な重点施策】

●新たな業務の在り方を踏まえた適正な人員配置

●仕事と生活の両立支援をはじめとした働き方改革の推進

（３）保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備
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令和６年度 大阪支部
ＫＰＩについて



令和６年度 大阪支部 ＫＰＩ一覧
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基盤的保険者機能関係

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和4年度実績

①サービススタンダードの達成状況 100% 100% 99.9%

②現金給付等の申請に係る郵送化率 対前年度以上 96.5％ 以上 96.2%

①協会けんぽのレセプト点検の査定率 対前年度以上 ー ー

【参考】
（令和５年度）社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率

ー 対前年度以上 0.443%

②協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額 対前年度以上 対前年度以上 11,635円

現金給付の適正化の推進
柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、
かつ月15日以上の施術の申請の割合

ー 対前年度以下 1.68%

①返納金債権（診療報酬返還金（不当）を除く。）の回収率 対前年度以上 ー ー

【参考】
（令和5年度）返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率

ー 対前年度以上 46.00%

②日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の
   保険証回収率

対前年度以上 対前年度以上 85.57%

被扶養者資格の再確認の徹底 被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率 ー 94.0％ 以上 93.7%

サービス水準の向上

効果的なレセプト内容点検の推進

返納金債権発生防止のための保険証
回収強化及び債権管理回収業務の推進
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戦略的保険者機能関係

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和4年度実績

①生活習慣病予防健診受診率 54.9％ 以上 57.2％ 以上 44.0%

②事業者健診データ取得率 9.1％ 以上 　8.3％ 以上 7.7%

③被扶養者の特定健診受診率 28.3％ 以上 31.0％ 以上 26.0%

①被保険者の特定保健指導の実施率 15.5％ 以上 36.9％ 以上 12.9%

②被扶養者の特定保健指導の実施率 18.0％ 以上 22.1％ 以上 17.0%

重症化予防対策の推進 健診受診月から10か月以内に医療機関を受診した者の割合 対前年比以上
（勧奨後3か月以内）

13.1％ 以上
（勧奨後3か月以内）

9.6%

コラボヘルスの推進
健康宣言事業所数
※標準化された健康宣言の事業所数及び今後標準化された
　 健康宣言の更新が見込まれる事業所数

4,970事業所以上 2,130事業所以上 3,900事業所

ジェネリック医薬品の使用促進 ジェネリック医薬品使用割合 対前年度末以上 80.0％ 以上 79.2%

①全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
　 事業所の被保険者数の割合

48.7％ 以上 48.7％ 以上 44.9%

②全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
　 健康保険委員の委嘱事業所数

対前年度比以上 ー 17,238事業所

地域の医療提供体制等への働きかけや
医療保険制度に係る意見発信

効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域医療構想調整会議
や医療審議会等の場において、医療データ等を活用した効果的な意見
発信を実施する

ー 実施 未実施

特定健診受診率・
事業者健診データ取得率等の向上

特定保健指導の実施率及び質の向上

広報活動や「顔の見える地域ネットワーク」
を通じた加入者等の理解促進
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組織・運営体制関係

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和4年度実績

費用対効果を踏まえたコスト削減等 一般競争入札に占める一者応札案件の割合 15.0％ 以下 20.0％ 以下 4.9%
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令和６年度 大阪支部事業計画（案）
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令和６年度 大阪支部
予算（案）について
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支部医療費適正化等予算 支部保健事業予算

49,142 323,414

予算枠

支部保健事業予算支部医療費適正化等予算

医療費適正化
対策

広報・意見発信

全体予算枠（10億円程度）

全体予算枠について、
支部毎に配分。

全体予算枠（40億円程度）企画・サービス向上関係経費 保健事業経費

全体予算枠について、
支部毎に配分。

分
野
ご
と
の
配
分
は
原
則
、
支
部
の
裁
量

で
設
定
で
き
る
。

支部保険者機能強化予算

健診関係

保健指導関係

重症化予防対策

その他
（コラボヘルス等）

分
野
ご
と
の
配
分
は
原
則
、
支
部
の
裁
量

で
設
定
で
き
る
。

配分方法
全体予算8億円を全
支部一律に定額部分
600万円を設定した
上で、残りを加入者数
で按分し加算し、効率
化分（3％）を差し
引いた額

配分方法
全体予算40億円を
40歳以上の加入者
数で按分した上で、
効率化分（3％）
を差し引いた額

令和6年度大阪支部予算枠（単位：千円）

基礎的業務関係予算

支部保険者機能強化予算の概要
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【医療費適正化等予算】（単位：千円）

分野 項番
新規/
継続

取組名 予算額

医
療
費
適
正
化
対
策
経
費

1 継続 算定基礎説明会にかかる資料作成（印刷） 501

2 継続 自治体等と連携した、医療機関、調剤薬局への情報提供 1,262

3 継続 自治体と連携した医療費適正化啓発・広報素材の作成 132

4 継続 多剤服薬者へ向けたポリファーマシー被害の防止を主とする通知 6,865

5 継続 ジェネリック使用促進おくすりバックの作成 3,102

6 新規 歯科医療費の適正化に向けた分析業務 4,950

7 新規 被扶養者資格再確認業務に係る状況リスト未提出事業所への文書勧奨 972

8 新規 被扶養者資格再確認業務に係る状況リスト未提出事業所への電話勧奨 1,267

合計 19,051

広
報
・
意
見

発
信
経
費

9 継続 メールマガジンに掲載するコラムの外部委託 792

10 継続 SNS等を活用した「上手な医療のかかり方」の広報 3,476

11 継続 ジェネリック医薬品使用促進を目的としたデジタルサイネージ広告等の実施 7,399

※ 紙媒体による広報 18,423

合計 30,090

計 49,141

予算枠 49,142

※ 紙媒体による広報の内訳は、次ページに記載
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【紙媒体による広報の内訳】（単位：千円）

分野 項番
新規/
継続

取組名 予算額

広
報
・
意
見
発
信
経
費

1 継続 任意継続加入手続き案内 758

2 継続 申請書等送付時に同封するリーフレット 237

3 継続 事業所向け保険証回収催告チラシの印刷 286

4 継続 退職予定者向け保険証(資格確認書)回収啓発チラシの印刷 299

5 継続 納入告知書チラシ健康保険委員勧奨チラシのデザイン・作成業務 9205

6 継続 健康保険委員制度周知文書作成及び封入封緘 3203

7 継続 「健康宣言の証」の作成（公印有） 57

8 継続 協会けんぽＧＵＩＤＥＢＯＯＫの印刷・製本 4,378

合計 18,423
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【保健事業予算】（単位：千円）

項番
新規/
継続

取組名 予算額

1 継続 外部委託による事業者健診データ取得 59,866

2 継続 被保険者の生活習慣病予防健診に係る集団健診 26,869

3 継続 被扶養者の特定健診に係る集団健診 63,932

4 継続 令和７年度年次案内に同封するパンフレット等の作成 15,201

5 継続 令和7年度契約更新に係る契約書等の作成 541

6 継続 事業主に対する生活習慣病予防健診の利用勧奨 9,797

7 継続 乳がん・子宮頸がん検診の対象なる働く女性に対する受診勧奨 1,573

8 継続 特定健診とがん検診の未受診者に対する受診勧奨 3,432

9 継続 インターネット・デジタル技術を活用した健康意識向上及び健診受診啓発を目的とした広報（動画配信等） 14,850

10 新規 WEB申込を活用した特定保健指導利用受付及び電話勧奨 11,752

11 継続 被保険者に対する特定保健指導の遠隔面談分割実施 3,300

12 継続 専門機関による特定保健指導利用案内で使用する封筒の作成 2,310

13 継続 健診機関による受診勧奨（０次勧奨） 10,362

14 継続 未治療者に対する受診勧奨（二次勧奨） 4,312

15 継続 健康宣言勧奨用リーフレット等の企画・作成 809

16 継続 大阪府との共催による健康経営セミナーの開催 1,410

17 継続 令和6年度健康講座 11,418

18 新規 健康宣言後のフォローアップ事業（宣言事業所専用ページ開設） 6,644

19 新規 健康宣言事業所向け健康情報誌の発行 4,885

20 継続 事業所カルテの作成 1,477

21 継続 健診機関に対するオンデマンド研修 2,297

22 新規 ICTツール等を活用した健康サポート 3,300

23 継続 禁煙外来を有する健診機関による健診当日の禁煙支援 4,134

24 その他全般（主に事務経費） 58,943

計 323,414

予算枠 323,414


